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基本情報 地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

1.自治体の基本情報

面積 27.53 k㎡

人口 187,494人

公立中学校数 8校

公立中学校生徒数 4,318人

部活動数 70部活

市区町村の協
議会・検討会議
等の設置状況

令和4年度に設置
済み

「日野市地域文化ス
ポーツ連携協議会」

市区町村の推進
計画・ガイドライン
等の策定状況

策定済み

令和4年度、本市は教育委員会に加え、スポーツ・企画部局、地域企業、スポーツチーム、大学、
団体が参画する「日野市地域スポーツ連携協あ議会」を発足。持続可能な地域スポーツの運営基
準、人材・財源確保について協議を進めた。令和5年度には、「ひのスポ！」「ひのカル！」の拠点校・
種目拡大、人材確保、受益者負担や寄付・協賛を含む財源確保の検討を行い、持続可能な地
域文化・スポーツ環境の構築を目指した。

統括団体の設置
令和4年度に設置された「日野市地域スポー
ツ連携協議会」（令和5年度より「日野市地域
文化スポーツ連携協議会」）は、教育委員会
が主体となり運営を継続している。しかし、持続
的な事業運営と財源管理のため、法人化を検
討し、自立・自走できる統括団体の設置を目指
す。

連携団体の拡大
市内約4,300名の中学生を対象に、持続可
能なスポーツ環境の確保を進めた。令和5年度
上半期には「ひのスポ！」Ⅰ型を拠点校で本格
実施し、下半期には地域スポーツ教室や習い事
と連携した連携Ⅱ型を導入。運営条件や責任
を整理し、令和5年度の実績（Ⅰ型14種目・
連携Ⅱ型2事業者）を基にさらなる拡充を進め
る。

休日の学校部活動（教員負担軽減）への取
組み
教員は現在も休日の学校部活動を継続して
おり、負担軽減につながりにくい状況が続いてい
る。そのため、学校と連携し、「ひのスポ！」が休
日の部活動を補う取組みを推進する。また、全
教員を対象にアンケートを実施し、ニーズや課題
を把握し、効果的な負担軽減策を検討する。

外部資金の獲得
受益者負担の軽減を目的に、企業版ふるさと
納税を活用した寄付受け入れの準備を進めてい
る。首長部局（企画部等）と連携し、令和6
年中の受け入れスケジュールを策定。経済的困
窮世帯（就学援助世帯）を対象とした支援を
実施し、持続可能な資金調達体制の構築を目
指す。

【課題】

【現状】
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運営体制・役割 年間の事業スケジュール

2.実証内容と成果

●運営体制図（市区町村における推進体制図）

●行政組織内での役割分担

◉教育委員会（教育部 教育指導課）
本事業の主管課・方針の決定

◉首長部局（産業スポーツ部 文化スポーツ課、企画部企画経営課）

教育委員会との連携・財源確保・基金等の検討

令和6年 4月 拠点校の選定 / プログラム実施準備
令和6年 4月 ひのスポ！ひのカル！周知チラシの配

布
令和6年 4月 教員対象アンケート実施
令和6年 5月 連携Ⅱ型 団体募集
令和6年 5月 ひのスポ！ひのカル！奨学金事業利

用者募集
令和6年 7月 ひのスポ！ひのカル！奨学金事業利

用開始
令和6年10月 拠点校での「ひのカル！Ⅰ型」実証の

開始
令和6年10月 第８回日野市地域文化スポーツ連携

協議会の開催
令和7年 2月 拠点校での「ひのカル！」アンケート実

施
令和7年 2月 次年度計画の決定
令和7年 2月 日野市地域文化スポーツ連携協議

会の開催
令和7年 2月 事業完了報告書・成果報告書等の

作成
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地域文化クラブ活動の運営実績

2.実証内容と成果

①全体に関すること

②各クラブに関すること

中学校数 8 校 実施した地域クラブ総数 2 クラブ

ケース別クラブ数
A：部活動を地域移行した形のクラブ数（及び移行された部活動数） 0 クラブ（0 部活）

B：部活動を移行する形態ではない地域クラブ（新たな種目のクラブを新規に創設するケース等） 2 クラブ

全体の指導者数 5 人 全体の運営スタッフ数 4 人

種目 料理 マジック教室

指導者 ひの社会教育センター 音辻せいや（マジシャン）

実施期間 10/20（日）～3/9（日） 1/26(日)～3/9(日)

時間 10:00～13:00 日曜：13:30～15:30

申込期間 9/10㈫～9/24㈫ 12/10(火)～1/8(水)

実施場所 日野市東部会館
２階料理実習室

日野市立日野第四中学校 食堂

参加対象 市立全中学校生徒／市立全小学校5,6年生児童
※初心者歓迎

市立全小学校５，６年生児童／市立全中学校生徒
※初心者歓迎

定員 16名 30名程度

参加費 800円(税込)＋6,000円／6回分食材費実費 800円(税込)

日程 ①10/20（日）
②11/10（日）
③12/15（日）
④1/19（日）
⑤2/16（日）
⑥3/9（日）

①1/26(日)
②2/9(日)
③2/16(日)
④3/2(日)
⑤3/9(日)

持ち物 エプロン
三角巾
筆記用具

体育館履き
水筒
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主な取組例

2.実証内容と成果

●運営体制図（地域クラブ活動を実施する際の運営体制図）

地域クラブ活動で実施
した種目 料理／マジック教室

運営団体名 ひの社会教育センター／音辻せいや（個
人）

期間と日数 種目ごとに設定

指導者の主な属性 民間指導団体

活動場所 学校体育施設、食堂等

主な移動手段 保護者の送迎、徒歩、公共交通機関

１人あたりの参加会費
等（年額） 800円（税込み）

１人あたりの保険料
スポーツ安全保険
生徒１人あたり：800円/年
指導者１人あたり：1,850円/年

●日野市型地域移行モデル ひのカル！ 活動概要

事業総括責任者（プロデューサー）
事業推進にかかる監督・指揮、企画立案及び各種助言
統括責任者（ディレクター）
事業進捗管理、制度構築、会議設置、企画提案・推進 等
事業主任担当者（コーディネーター）
実証にかかる各種調整、人材確保、運営管理、会議サポート 等

●指導者や運営スタッフなどの役割分担等
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取組内容

2.実証内容と成果

協議会の法人化を目指
し関係団体と協議を進めた。
また、運営基準「ひのカ
ル！コード」を策定、運用の
準備を進めた。地域クラブ
の運営においては、コーディ
ネーターを中心に、ひの社
会教育センターと連携。ま
た、地域の個人指導者を
開拓した。以上の取組によ
り、地域クラブの持続可能
な運営体制の構築に向け
た基盤整備を進めた。

文化活動の運営主体として「ひの社会教育センター」と連携
• 自主開催型（Ⅰ型）の「料理」1種目の実施において、実施準備から実
行までを整備

• 外部の既存プログラム紹介型（連携Ⅱ型）の連携先として、「ひの社会教
育センター」の9プログラムを中学生向けに紹介することで調整

地域の個人指導者の開拓と、不登校生徒の参加実績
• 自主開催型（Ⅰ型）の「マジック教室」の実施では、近隣地域（八王子
市）在住の個人指導者「音辻せいや」氏と連携。

• 「マジック」というニーズの限定された種目での開催であったが、参加者には学
校を不登校になっている生徒の参加が認めら、生徒の多様なニーズに応じ
た「居場所の創出」の実例となった。

●取組項目名 ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

取組事項 取組の成果

今後の課題と対応方針

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保障・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

協議会での議論と成果

• 「ひのスポ！」「ひのカル！」の基本方針と理念を策定した。
• 指導者・指導団体の認証を行う「認証コード」の運用版を作成した。
• 地域クラブ運営マニュアルの原案を整備した。
• 収支の試算を実施し、受益者負担の引き上げを検討した。

統括団体の体制整備と継続的な指導者確保が課題である。地域企業や
大学と連携し、運営団体の安定化を図るとともに、認証コードの実用化で質
を確保する。また、自治体補助金と受益者負担の適正化を進め、持続可能
な財政基盤を整える。さらに、企業版ふるさと納税や企業協賛、寄付制度を
活用し、外部資金の確保を強化することで、安定した運営体制を確立する。
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取組内容

2.実証内容と成果

e-Learningを活用
した指導者研修を拡
充し、指導の質を向上
させた。また、市内事
業者と連携した「ひのス
ポ！ひのカル！」連携
Ⅱ型を拡充（日野社
会教育センター、すぽ
たま）し、生徒の体験
機会を広げた。

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保

取組事項 取組の成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保障・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

今後の課題と対応方針

＆

ひのカル！コード（認証制度）

e-Learning
研修制度

認証制度による指導者の基準づくりと、コンプライアンス対応等を含む研修を組み合わせた、指導者の質の確保

連携Ⅱ型の拡充が課題であり、指導者の確保と質の向上が不可欠とな
る。そのため、「ひのカル！コード」の運用強化を図り、適切な基準に基づい
た指導者の育成を進める。また、地域事業者との連携を拡大し、次年度
以降のプログラム提供を円滑に実施する。

指導者確保のための周知強化として、市公式ホームページやSNSで募集
情報を発信するとともに、地域企業・大学・スポーツ団体への直接アプロー
チを行う。また、公民館や地域イベントでの説明会を検討し、潜在的な指
導者の発掘を進める。
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取組内容

2.実証内容と成果

地域クラブの主体的な運営を
推進するため、「ひのスポ！ひの
カル！連携Ⅱ型」の拡充とモデル
事業の実施に向け、地域ステー
クホルダーとの連携強化と募集を
行った。また、企業・団体・大学
等の参入メリット（学校施設の
活用等）を整理し、持続可能
な連携体制の構築を検討。これ
により、地域資源を活用したクラ
ブ活動の発展に向けた基盤整
備を進めた。

●取組項目名 ウ：関係団体・分野との連携強化

取組事項 取組の成果

今後の課題と対応方針

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保障・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

自主開催型（Ⅰ型）では、料理2名、マジック教室1名の指導者を確保
し、連携先である「ひの社会教育センター」にて指導者ネットワークを活用し
た。連携Ⅱ型の実施により、外部団体が抱える指導者を取り込み、指導者
の確保を進め、同センターの文化・スポーツ活動を含む幅広い指導者のプロ
グラムを紹介し、生徒の活動機会を拡充した。
さらに、地域クラブの統括団体として、日野市、ひの社会教育センター、ス
ポーツデータバンクの3者による「法人化」について議論を進めた。文化指導
者ネットワークを持つひの社会教育センターと、スポーツ指導者ネットワークを
持つスポーツデータバンクが連携に合意し、統括団体の「事務局機能」を2
者で分担することに基本合意した。法人化の具体的なスキームの検討も進
み、持続可能な地域クラブ運営体制の構築に向けた大きな進展を得た。

文化活動における指導者やプログラムの選択肢が限定的であり、地域ク
ラブへの参加機会が十分に確保されていない。また、地域の文化団体・教
育機関・企業との連携が不足しており、持続可能な活動環境の構築が課
題となっている。
ひの社会教育センターを中心に、地域の文化団体や大学、専門家と連

携し、音楽・演劇・美術・伝統文化など多様なプログラムを提供する。また、
指導者の確保と育成を強化するため、e-Learning研修や認証制度を活
用し、「ひのカル！コード」に基づいた質の高い指導体制を整備する。さらに、
地域イベントでの発表機会を設け、地域住民との交流を促進し、文化活
動の認知度向上と参加者拡大を図る。
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 エ：面的・広域的な取組

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保障・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

日野市の地域クラブ活動の現
状を地域クラブ公式ホームページ
で発信し、周知を強化した。また、
チラシ添付によるメール配信を通
じて情報提供を行った。
日野市立学校の生徒向けに
学習者用端末へ登録された「ひ
のスポ！ひのカル！」専用WEB
ページについて、令和5年度の実
証終了後のアンケートでは、生
徒の95%が認知しておらず、
98%が閲覧したことがない状況
であったが、令和6年度の同アン
ケートから、認知していない生徒
が81.5％、閲覧したことがない
生徒が87％と、それぞれ認知拡
大の改善が見られた。

取組事項

今後の課題と対応方針

取組の成果
【生徒向け実証後アンケート結果から】
学習者用端末にあるブックマークから、ひのスポ！ひのカル！WEBページを開いて、見たことがありますか

令和5年度 令和6年度

令和6年度の調査で認知度は向上したものの、依
然として多くの生徒が「ひのスポ！ひのカル！」専用
WEBページを認識・活用していない。情報発信の手
段や効果的な周知方法のさらなる改善が求められる。
学校との連携を強化し、学習者用端末の活用促進を

図る。また、SNSや動画コンテンツを活用し、生徒が興
味を持ちやすい発信方法を検討する。さらに、授業や
部活動の時間を活用した周知活動を実施し、認知度
と利用率の向上を目指す。

→
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 オ：内容の充実

取組事項

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保障・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

令和5年度に実施した種目の
継続に加え、生徒向けアンケート
の結果を基に新たな種目を検討
した。地域団体、地域の指導者
と連携し、従来の学校部活動の
枠にとらわれない多様な種目を
体験・活動できる環境を整備す
る目的で、マジック教室を開催。
これにより、生徒の多様なニーズ
に対応し、選択肢の拡充を図る
ことができた。

取組の成果

今後の課題と対応方針

新たな種目として、地域の指導者と連携してマジック教室
を開催した。本教室には不登校の生徒も参加し、学校以外
の学びの場としての役割を果たした。マジックは単なる手品の
披露ではなく、「観客がいて初めて成立するショーパフォーマン
ス」としての要素を重視。生徒は、技を磨くだけでなく、観客
の反応を引き出すための話し方や動作、見せ方を学び、自
然なコミュニケーション力を身につける機会となった。また、初
対面の観客に向けて発表する経験を通じ、人前での表現
力向上や自己肯定感の育成にもつながった。地域の指導者
と連携したことで、学校では学べない実践的な学びを提供し、
生徒の多様なニーズに応える教育的意義のある地域クラブ
を実現した。

マジック教室は定員20名に対し6名の応募にとどまり、認知度や興味喚起が不足している。また、「マ
ジック教室」という名称では、手品の披露にとどまらず、コミュニケーション力を育成するプログラムであるこ
とが十分に伝わらない。今後は、学校や地域イベントでの体験会を実施し、興味を持つ生徒を増やす。
また、「ショーパフォーマンス体験」など、内容をより明確に伝える名称へ変更を検討する。さらに、参加
者の声や実演動画を活用した広報活動を強化し、関心を高める。
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 カ：参加費用負担の支援等

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保障・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

令和5年度後期より、800円
（保険料相当）の参加費を徴収
開始し、令和6年度も引き続き同
設定での受益者負担を継続した。
一方で、所得格差による機会損失
を防ぐため、就学援助世帯の参加
費免除については、令和5年度の
「ひのスポ！ひのカル！」連携Ⅱ型
を対象とした奨学金に加え、Ⅰ型の
参加費800円も対象とした。奨学
金の利用者は、Ⅰ型が定員50名
に対して16名、連携Ⅱ型が定員
10名に対して0名と、利用率は低く、
制度の周知方法などについて課題
が残った。新たな財源確保の手法と
しては、企業版ふるさと納税の寄付
制度整備について議論を進め、外
部資金の活用を目指した。

取組事項 取組の成果

今後の課題と対応方針

奨学金制度の拡充と一定数の利用者確保
令和5年度の「ひのスポ！ひのカル！」奨学金制度では、連携Ⅱ
型（既存プログラム紹介型）に加え、自主開催型（Ⅰ型）の
800円参加費も免除対象とした。その結果、Ⅰ型では50名定
員に対し16名が利用し、一定の支援効果が見られた。

奨学金の利用率における課題の発見
Ⅰ型と連携Ⅱ型で利用率に大きな差が生じ、特に連携Ⅱ型で
は利用者がゼロであった。制度の周知方法や、連携Ⅱ型の利用
者層における経済的支援のニーズについて検証が必要と判断さ
れた。

奨学金制度の改善
Ⅰ型の奨学金利用者は一定数いたが、連携Ⅱ型では利用者がゼロであり、背景の分析が必要である。利
用者層のニーズを把握するためのアンケート調査を実施し、経済的支援が必要な層へのアプローチを強化す
る。また、学校や地域団体と連携し、制度の周知方法を見直し、保護者向け説明会やデジタル媒体を活用
した広報活動を強化する。
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 キ：学校施設の活用等

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保障・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

取組事項

今後の課題と対応方針

学校施設の有効活用を進め、体育施設に限らず食堂の活用を拡充
した。すでに「けん玉」で利用していた市内中学校の食堂については、昨
年度、調査を実施し、校舎との導線およびセキュリティの切り分け工事を
完了。今年度は、新たに「マジック教室」を「けん玉」と同じ曜日・時間帯
で開催し、施設の管理効率と利用率を向上させた。さらに、二次的な成
果として、「けん玉」と「マジック教室」の指導者同士が自主的に交流し、
最終日には合同で成果発表会を開催するなど、相互連携の促進につ
ながった。

取組の成果

食堂の活用や同時開催により利用効率は向上したが、活用可能な学
校施設は限定的であり、さらなる拡充が課題となる。また、異なる種目の
指導者同士の交流が生まれたものの、継続的な連携体制の確立には
至っていない。今後は、他の学校施設の利活用可能性を調査し、導線・

セキュリティ対策を含めた環境整備を進める。さらに、異分野の指導者が連
携しやすい仕組みを整備し、合同イベントの定期開催や共同プログラムの
開発を推進する。

学校施設の有効活用を進め、体育施設に限らず食堂などの活用により
活動場所を拡充した。また、地域クラブ活動のための学校施設の優先利
用や使用料減免の仕組みについて検討を実施。さらに、連携Ⅱ型（外部

プログラム紹介型）を拡充し、外部団体が使用する施設での活動を展開
することで、学校以外の施設の有効活用を推進した。これにより、生徒が
多様な環境で活動できる体制を整備した。
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総括・成果の評価・今後に向けて

2.実証内容と成果①

●成果の評価●総括

今後は、学校施設のさらなる活用可能性を調査し、食堂や多目的室の利用拡大
を進める。また、異分野の指導者連携を強化し、合同イベントや共同プログラムの定
期開催を推進する。奨学金制度の利用促進のため、学校や地域団体との連携を強
化し、説明会やデジタル広報を活用した周知活動を展開する。財源確保の面では、
企業版ふるさと納税の寄付制度を整備し、地域クラブ活動を支える外部資金の活用
を本格化させる。これらの取り組みを通じ、より多くの生徒が地域クラブ活動に参加でき
る環境を整えていく。

●今後に向けて

本年度は、地域クラブ活動の持続可能な運営に向
け、学校施設の有効活用、指導者の確保・育成、
経済的支援の拡充、地域団体との連携強化に取り
組んだ。特に、体育施設以外の活用として食堂を利
用し、「けん玉」と「マジック教室」を同時開催すること
で、施設の管理効率向上と利用率の改善を実現し
た。指導者の確保・育成では、e-Learning研修の
拡充や「ひのカル！コード」に基づく認証制度の運用
を進め、指導の質向上を図った。また、奨学金制度
の拡充によりⅠ型の参加費免除対象を広げたが、連
携Ⅱ型での利用者がゼロであり、周知不足や経済的
支援ニーズの違いが課題として残った。さらに、企業
版ふるさと納税の活用についても具体的な議論が進
み、外部資金の確保に向けた基盤整備が進展した。
一方で、広報活動の強化が必要であり、専用WEB
ページの認知度は向上したものの依然として閲覧率
が低く、より効果的な周知方法の模索が求められる。
今後は、学校や地域団体との連携を深め、多様な
活動の選択肢を提供し、より多くの生徒が参加できる
環境を整備する必要がある。

本年度の成果として、学校施設の有効活用が進み、体育施設に加え、食堂を活
用した「けん玉」と「マジック教室」の同時開催により、管理効率と利用率の向上を実
現した。さらに、指導者同士の交流が生まれ、合同成果発表会の開催につながった。
指導者の確保・育成では、e-Learning研修の拡充や「ひのカル！コード」の運用によ
り、指導の質向上が図られた。一方、奨学金制度の利用率には課題があり、Ⅰ型で
は16名が利用したが、連携Ⅱ型はゼロであり、支援の必要性や周知方法の改善が
求められる。また、企業版ふるさと納税の活用に向けた議論が進展し、財源確保の基
盤が整った。広報活動では、専用WEBページの閲覧率が向上したものの、依然として
多くの生徒が認知していないため、より効果的な情報発信が必要である。
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アンケート結果・参加者の声

2.実証内容と成果②

●ステークホルダーの声●アンケート結果

指導者
参加者が回を重ねるごとに積極的になり、他校の生徒との
コミュニケーションが増えた。指導を通じて、生徒が上達して
いく姿を見ることができ、やりがいを感じる。

保護者
指導者の質が高まれば、子どものやる気にもつながると考
えている。文化系の活動も充実させてほしい。まだまだ運
動部中心の印象がある。

指導者向け

生徒向け 保護者向け

友人の保護者から聞いて
お子様から聞いて

学校から案内されて
部活動の顧問から案内されて

「home＆school」からのお知らせを見て
昨年度も参加したので知っていて

学校からの配布物により
広報誌
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アンケート結果・広報資料

2.実証内容と成果③

生徒向け実証後アンケート結果の前年度との比較

出典:【生徒様用】R6年度「ひのスポ！ひのカル！」終了後アンケート調査

令和5年度 令和6年度

出典:【生徒様用】R5年度「ひのスポ！ひのカル！」終了後アンケート調査
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参考資料（活動写真）

2.実証内容と成果④

ひのカル！料理 ひのカル！マジック教室

ひのカル！料理 ひのカル！マジック教室
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地域文化クラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

2.実証内容と成果

1. ステークホルダー
• 行政：日野市教育委員会
• 実施機関：スポーツデータバンク株式会社
• 学校関係者：市内中学校の校長会、教員
• 地域団体：地域の文化・スポーツ団体
• 保護者・生徒：直接の参加者・利用者

2. 経過
• 協議会発足：地域クラブ活動の必要性を認識し、関係
者との協議開始。

3. 実施にあたって生じた課題
• 学校との調整：従来の部活動との役割分担や協力体制
の構築に時間がかかった。

• 指導者の確保：地域クラブに適した指導者の確保。
• 保護者の理解：新しい仕組みへの理解促進が必要。
• 拠点会場の確保：セキュリティ管理が環境として整った学
校施設の確保が物理的にこんな五。

• 用具類置場の確保：学校施設内に保管されている用具
を地域クラブ活動時に共有使用する際に、会場への用具
移動が困難。

4. 実施内容・工夫した点
• 関係団体との連携強化：スポーツ・文化団体と協力し、
持続可能な運営モデルを模索。

1. ステークホルダー
• 令和4年度と同じ（ただし、協議会が本格的に機能し、
関係者が増加）

2. 経過
• ひのカル！２種目実施。
• 奨学金制度の検討・実施：低所得層への支援策を検
討し、受益者負担の軽減を模索。

• 連携プログラム開始：地域団体との協働を強化し、参加
者の選択肢を拡充。

3. 実施にあたって生じた課題
• 運営の持続可能性：事業の拡大に伴い、安定した運営
資金の確保が課題。

• 指導者の質の向上：多様な活動を支える指導者の質を
維持する必要性。

• 利用者の拡大：知名度向上が必要であり、参加者を増
やすためのプロモーションが求められる。

4. 実施内容・工夫した点
• 奨学金制度の導入：一部の生徒に補助を提供し、経済
的な障壁を下げる。

• 活動時間の調整：学校部活動と調整しながら、円滑な
運営を実現。

• 拠点会場の確保のため、学校施設のセキュリティ工事を
検討。工事予定会場を実証で使用。

• 関係者の協力促進：企業版ふるさと納税の活用可能性
を探り、資金確保策を検討。

1. ステークホルダー
• 令和5年度と同じ

2. 経過
• ３種目に拡大：さらに種目数を増やし、多様なニーズに
対応。

• 奨学金制度の拡充：支給対象を増やし、より多くの生徒
が活動できるよう調整。

3. 実施にあたって生じた課題
• 運営体制の確立：法人化による統括組織の立ち上げと
役割分担の整理が必要。

• 費用負担の見直し：持続可能な財源確保のため、参加
費の引き上げが検討される。

• 地域団体の協力体制：さらなる地域クラブの発展には、
より多くの関係団体との連携が不可欠。

4. 実施内容・工夫した点
• 拠点会場確保のため、学校施設のセキュリティ工事を実
施。学校管理外の動きが取れた地域クラブ活動を実施す
ることができた。

• 受益者負担の引き上げ：運営の持続可能性を高めるた
め、月会費制度の導入を検討。

• 企業版ふるさと納税の活用検討：令和７年度税制改
正を踏まえ、企業からの寄付の活用準備を進め、新たな
財源確保を目指す。

• 公式LINEの活用検討：情報発信の効率化、支払いリ
マインドの強化、問い合わせ対応の負担軽減を模索。

令和4年

関係者ヒアリン
グ、調整

ひのカル！実施、、
受益者負担開始、
奨学金導入実証

令和5年 令和6年

協議会設置、地
域クラブ活動検
討開始

学校現場との
拠点校調整 種目の拡充

推進計画の策定、
運営団体の法人
化検討
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地域連携・地域移行の推進に向けたロードマップ

3.今後の方向性

令和5年度(実績) 令和6年度(実績) 令和7年度(予定)

学校部活動 維持・継続 維持・継続
(任意化の検討・一部実施) 休養日の拡大

I型 市内中学校8校
(学校体育施設)

市内中学校8校
(学校体育施設・食堂等)

市内中学校8校
(学校体育施設・食堂等)

Ⅱ型 市内9プログラム 市内18プログラム 市内30プログラム程度

受益者負担 I型：保険料相当分
Ⅱ型：保険料+参加費

I型：保険料相当分
Ⅱ型：保険料+参加費

I型：年会費(保険料)+月会費
Ⅱ型：保険料+参加費

低所得者対応 バウチャー実証事業
(「未来の教室」実証事業)

ひのスポ！ひのカル！奨学金実施
(市事業)

ひのスポ！ひのカル！奨学金拡充
(市事業)

運営主体 日野市教育委員会 日野市教育委員会 統括団体(法人設立)

• Ⅱ型(地域事業者活用)プログラムの拡充 ： 連携事業者の基準づくり
• 事業周知の拡大(生徒・保護者・地域事業者) ： 学校部活動の改革(教員の働き方改革)との連動プログラム

• 参加費(Ⅱ型は事業者が設定)の徴収 ： 市側での費用徴収は困難
• 低所得者対象のバウチャー配布の実施 ： 利用プログラムの拡充
• 企業版ふるさと納税等の寄付を活用 ： 寄附の受入れ体制と運用方法の構築

受益者負担

• 主体を教育委員会から統括団体(法人)へ移行 ： 協議会の法人化
※教育委員会主体の運営は、運営管理・予算執行など運営上において不確定要素が多くなるため不向き運営主体
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